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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文の序章では、近年の欧州諸国の社会問題をめぐる議論においてキーワードのひとつになっている「社
会的排除」という概念を日本の部落差別に適用しうる可能性と、戦後日本の社会政策論における被差別部落（ま
たはマイノリティ）研究の欠損とを指摘したうえで、部落出身者の就業をめぐる問題に社会政策論と「社会的
排除」アプローチから迫ろうとする本論文の位置づけが語られている。そして、本論文の根幹をなす第１章か
ら第３章までは、戦後の大阪府和泉地区における産業構造と就業のあり方の変遷を分析している。 
 第１章は、和泉地区の地場産業である人造真珠産業がコミュニティの人々の生活において果たしていた役割
の変遷を、戦後から1970年代まで跡づけている。第１章の分析について、著者自身は次のようにまとめている。
「この時期、部落は社会的に厳しく排除されていたが、和泉地区では人造真珠産業の繁栄を通して、塗装仕上
げ事業所の＜就業先としての役割だけでなく、コミュニティ行事や部落解放運動組織の結成といった面での社
会的な＞役割に依拠しながら、地域コミュニティとしての積極的な活動を可能にしてきたことが明らかになっ
た」「しかし、この人造真珠産業の繁栄は、本質的には市場的、産業的な条件に依拠するものであったことから、
一旦その条件が失われ始めると、和泉地区コミュニティは大きく動揺し、塗装仕上げ事業所の統合力について
も弱まっていった」。 
 第２章は、戦後の和泉地区における住民の就業構造の変遷を、同地区周辺の地区と比較しながら分析し、就
業における差別（または排除）の実態に迫ろうとしたものである。その際、比較の対象としては、和泉地区と
同様に人造真珠産業が盛んであったが被差別部落ではなかった周辺の２地区が選ばれている。戦後日本のマイ
ノリティに関する先行研究が明らかにした点として、「一般に日本の労働市場では高度成長期に完全雇用が達
成されたことによって人びとの生活水準が向上したが、部落出身者を初めとするマイノリティにあってはそれ
がかなわなかったため、この時期を境にマイノリティの生活水準は立ち遅れた」ということが指摘されている。
比較分析の結果、主に２つの結論が導き出された。第１に、和泉地区では住民の就業先が人造真珠産業に過度
に集中していたため、同産業の衰退にともなって「地区住民の完全失業率が８％台にまで押し上げられた」こ
とである。そして、和泉地区では周辺の２地区とは違い、かつて人造真珠産業に従事していた住民の転職がス
ムーズに進まないか、あるいは転職できたとしても転職後の仕事が不安定であったという。第２に、人造真珠
産業の衰退にもかかわらず塗装仕上げ事業所にかかわる内職の仕事に携わりつづけた中高年の女性が和泉地区
に多かったことである。彼女らは、内職の減少にもかかわらず、塗装仕上げ事業所が受ける急な受注に備えて
内職の契約を続けていたのであり、読み書き能力の問題などが理由となって地区外への就職を果たせなかった
層であった。 
 第３章は、1960年代から 1980年代までの和泉地区住民の「労働市場への参入」に見られる変化を取り上げ
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ている。とくに、1969年以降に開始される同和対策事業が労働市場への参入にあたえた影響に焦点をあててい
る。この時期に和泉地区の住民の就業先は「多様化」しているが、同和対策事業のおかげで就職が促進された
職種として、地元の公務員、「就学奨励費の活用によって学歴を取得し地区外民間企業の常勤労働者となった
者」、ならびに「産業政策や環境改善事業の影響を受けた建設関係者」などが挙げられるという。しかしながら
他方では、同和対策事業の影響もあって就職できた住民においても、職場で差別を受けたり、出自を隠したま
ま地区外で就職した者があったようである。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、５年以上にも及ぶ現地での調査や聞き取りに基づく詳細な実証研究であり、戦後における被差別
部落の変遷の生々しい姿を、産業、人口、労働、生活、地域等の視点から明らかにした労作である。とくに、
人造真珠産業を中心にしたひとつの地区がいかにダイナミックな展開を遂げたのかを、実にビビッドに描き出
している。ともすれば、運動論や差別論に偏りがちな領域であるだけに、バランスの取れた叙述となっている。 
 また、そうした実証のレベルだけで終わるのではなく、日本の社会政策論の系譜に十分位置づいていなかっ
た同和対策事業を社会政策の視点から新たに照射したこと、また近年ヨーロッパを中心に論議が高まっている
社会的排除論の援用可能性を探り、実証研究を包み込む有力な方法論として追究しようと努めている姿勢も大
いに評価されてよい。 
 課題としては、先の社会的排除論を十分意識しているといえども、実証研究にそれが徹底して生かされてい
るかといえば、まだ彫琢を施す余地が残されている。また、分析対象となった和泉地区のケースだけでどこま
で戦後の被差別部落の就労問題等を代表させられるのかといったこともある。さらに、1980年代以降の和泉地
区の動向についても、追及すべき点がいくつか残されている。 
 しかしながら、そうした課題はむしろ今後の精進によって答えを見出していくべき類のものである。平成17
年12月６日に開催された公聴会では、申請者の報告を受け、審査委員や研究科教員からのいくつかの質問や問
題点の指摘がなされたが、申請者の応答は極めて的確なものであった。 
 以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位に値する優れた業績であると判断する。 
 
 
